２００７年９月定例県議会を終えて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００７年１０月　４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本共産党　県議会議員　辻　恒雄

　２００７年９月定例県議会は９月１９日開会し、１０月４日閉会しました。一般質問は私も含めて１２人が行ないました。私の一般質問と答弁は参考資料として添付しておきました。
【９月定例県議会の特徴と問題点】

　今議会で上程された補正予算は、一般会計で22億1,800万円余となり、本年度予算の累計額は9,749億2,000万円余となりまた。一般事業では財政調整基金積立金に21億7,275万円、専門高校における実践的な技術・技能を持った人材を育成する事業に1,548万円、西中国国定公園三段峡の歩道を復旧する経費に3,000万円が計上されました。

　港湾特別会計では五日市漁港フィッシャリーナ整備事業で造成した住宅用地の売却に伴う経費及び共同事業者である広島市への配分金として、7億4,027万1千円計上されました。また、企業会計では、三原市本郷地区の用地整備費（実施設計等）に2,560万円、千代田工業・流通団地の未分譲地の一部を大規模区画用地に改良する経費として、債務負担行為2億3,000万円を含めて、8億7,500万円を計上しています。

　「知事選挙での裏金」問題で質問をしたのは私だけ、他の議員は不問に。

広島県議会議員の政治倫理に関する条例が決まる、全国で7番目

　閉会日の4日、「広島県議会議員の政治倫理に関する条例案」が全会一致で可決、成立しました。全国では福井県議会についで7番目になります。

　多くの県議も関わったといわれる「知事選挙での裏金」問題の真相究明は引き続き県政での重大問題です。県政と県議会に対する信頼回復のために徹底的に真相の究明は行われなくてはなりません。今議会では、この問題で言及し知事に質問をしたのは、私だけでした。その代わりに急浮上してきたのが「県議の政治倫理条例」でした。県議の政治倫理条例が可決されても、「知事選挙での裏金」問題の真相究明は引き続き行われなくてはなりません。しかし、「県議の政治倫理条例」を成立させることによって「知事選挙での裏金」問題は幕を引き終わりにする、そんな思惑が見え隠れしてなりません。国会で、わが党は政治資金問題の処理にあたって法の規制を求めるとともに、現在起きている問題の解明を最優先させる姿勢を貫いています。県議会でも、将来の問題とともに現在起きている「裏金」問題の解決を不問に付する行為には賛成できません。このようなことから、私はこの条例案に賛成しましたが発議者に加わりませんでした。

　「知事選挙での裏金」問題の真相究明は終わらせてはなりません。この点で問題を残した議会でした。

　評価するが、弱点もある「県議の政治倫理条例」

　この条例案は、一定数の議員による審査の請求で広島県議会政治倫理審査会が設置され、役職辞任、議員辞職の勧告、文書警告などができるものであり評価できるものです。しかし、①審査会が議員のみで構成され、弁護士や学識経験者など第三者の参加を認めていない、②県民からの請求の道を開いていない、③辞職勧告など処分を決める基準が三重県などと比べて高い、④政治倫理に違反する項目が抽象的で幅が狭い、―例えば県内で就職斡旋の問題があったが規定されていないーなどの弱点もあります。

【各議案に対する態度】

各案にたいする態度を以下のように決め、表決にのぞみました。

（□＝賛成、■＝反対、△＝棄権）

□県第　８５号議案　　平成１９年度広島県一般会計補正予算（第２号）

□県第　８６号議案　　平成１９年度広島県港湾特別整備事業費特別会計補正予算（第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１号）

■県第　８７号議案　　平成１９年度広島県土地造成事業会計補正予算（第２号）

　二つの土地造成事業が上程されています。千代田工業・流通団地造成事業は、大規模工場の立地基盤を確保して、先端的企業の誘致に取り組むため、小宅盤で構成されている千代田工業・流通団地の一部を大宅盤用に改良する工事です。事業費８．５億円。これはいったん造成したものを造りなおすという二重投資です。企業側の要請に県が応えて整備するもので、企業優遇の施策であり、県の産業団地造成の姿勢が問われるものです。分譲の見通しもなく工業団地を造り続けた県の失政がもたらしたもので、反省が必要です。

　もう一つの本郷地区土地造成事業は、「早期に先端的企業の誘致を図るため、三原市本郷地区について用地の整備に向けた事前準備として実施設計を実施するもの」という説明です。近くに一区画も売れない（竹原工業団地）がありながら、新たに大規模の工業団地を造ることになります。これも、企業側にたって行政をすすめるもので、反対。

□県第　８８号議案　　広島県公益認定等審議会条例案

□県第　８９号議案　　職員の旅費に関する条例及び特別職の職員等の給与、旅費及び　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案

　職員の旅行にさいし、日当を廃止し、交通費も実費に切り替えるもので、賛成。

□県第　９０号議案　　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案

□県第　９１号議案　　広島県吏員恩給条例の一部を改正する条例案

□県第　９２号議案　　広島県手数料条例及び広島県警察関係手数料条例の一部を改正する条例案

□県第　９３号議案　　広島県産業廃棄物埋立税条例の一部を改正する条例案

　産業廃棄物の排出抑制を図り、産廃物の適正な処理を図るため、引き続き産業廃棄物埋立税を課し、条例の有効期限を５年延長するというものです。

□県第　９４号議案　　広島県青少年健全育成条例の一部を改正する条例案

□県第　９５号議案　　広島県漁港管理条例の一部を改正する条例案

　五日市漁港フィッシャリーナ施設を整備することに伴い、施設の使用料金を新たに定めるものです。使用料は他施設の状況を調べ算定されており、標準的な金額となっています。

□県第　９６号議案　　都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例の一部を改正する条例案

　都市計画法の一部が改正され、市街化調整区域での大規模な開発行為の許可の基準が見直されたことなどに伴い、必要な改正がされたものです。大規模開発の基準が２０ｈａから５ｈａへと厳しくなっており、賛成。

□県第　９７号議案　　広島県県営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例案

　子育て世帯（就学前の子ども）が優先的に県営住宅に入居できる（期限付き）という子育て支援策であり、賛成。

□県第　９８号議案　　「減らそう犯罪」ひろしま安全なまちづくり推進条例の一部を改正する条例案

□県第　９９号議案　　工事請負契約の締結について

　鳥取県との県境、庄原市東城町の農道整備事業の三国山トンネル工事請負契約です。１０億４９８９万５千円という高額な事業ですが、冬場の凍結のこともあり、地元で望まれている事業なので、賛成。

□県第１００号議案　　工事請負契約の締結について

　呉市の林道郷原野呂山線の橋梁上部工事です。９億２４００万円の事業。周囲に広大な針葉樹もあり、地元のための連絡道路にもなるので、賛成。

□県第１０１号議案　　工事請負契約の締結について

　広島市南区大洲の猿こう川の高潮対策工事です。高潮対策は住民の暮らしを守るため必要なので賛成です。しかし、この工事により、激しい地盤沈下が起こっている地域もあり、（日本共産党の聞き取り調査で民家で１６ｃｍ、護岸で７０ｃｍ）、慎重な工事と、住民への被害補償が課題となっています。

□県第１０２号議案　　工事請負契約の締結について

　広島市南区向洋沖町の東部浄化センター汚泥処理設備工場の請負契約で、賛成。

□県第１０３号議案　　広島県土地開発公社の定款の一部変更について

□県第１０４号議案　　広島県教育委員会委員の任命の同意について

□県第１０５号議案　　広島県公安委員会委員の任命の同意について

□県第１０６号議案　　広島県土地利用審査会委員の任命の同意について

□報第　１８号　　　　訴えの提起について

□報第　１９号　　　　和解に応じることについて

□報第　２０号　　　　損害賠償額の決定について

●意見書案についての態度
□「過疎地域自立促進特別措置法の失効に伴う新たな法律の制定を求める意見書」

　　

□「割賦販売法の抜本的な改正を求める意見書」

　　

□「私学助成の充実強化を求める意見書」

□「輸入食品の安全確保体制の確立を求める意見書」

　輸入食品の安全確保体制の確立は必要ですが、その前に食糧自給率の向上に努めることが大前提です。
　以上、各議案に対する賛否を明らかにしてきました。本会議場採決にあたり以下の態度をとりました。

●各案（県第９０号議案を除く）の一括採決＝賛成
　各議案に対する賛否はこれまで明らかにしてきた通りです。県第８７号に反対ですが、あとはすべて賛成です。一括採決ですので、政治的比重に鑑みて賛成の態度をとりました。

●県第９０号議案　広島県の事務を市町が処理する特例を定める条例の一部を改正する条例案　　　　　＝賛成
●県議第５号議案　広島県議会議員の政治倫理に関する条例案＝賛成
　この条例案は、一定数の議員による審査の請求で広島県議会政治倫理審査会が設置され、役職辞任、議員辞職の勧告、文書警告などができるものであり評価できるものです。しかし、①審査会が議員のみで構成され、弁護士や学識経験者など第三者の参加を認めていない、②県民からの請求の道を開いていない、③辞職勧告など処分を決める基準が三重県などと比べて高い、④政治倫理に違反する項目が抽象的で幅が狭い、―例えば県内で就職斡旋の問題があったが規定されていないーなどの弱点もあります。

　今回、県議会で「裏金」問題の棚上げ処理として政治倫理条例を決議する色彩が非常に濃いといえます。日本共産党としては、国会でも政治資金問題の処理に当たって法の規制を求めるとともに、現在おきている問題の解明を最優先する姿勢を貫いています。広島県議会でも、将来の問題とともに現在おきている「裏金」問題の解決を不問に付す行為には反対すべきだと考えています。

●意見書の一括採決＝賛成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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